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ABSTRACT
　This paper should be regarded as a supplement to Qualitative Advance of 
Chinese Industry in the Era of Economic Reform （1）－（5） by the same author. 
It begins with an introduction to the 12th 5-Year Plan of the PRC, ratified 
at the National People’s Congress in March 2011. The author explains the 
significance of the plan for industrial policy. Comparing the revised guideline 
lists on industrial structural adjustment （2011） with the original guideline lists 
published in 2005, the paper then examines issues in policy direction affecting 
the qualitative advance of Chinese industry in the 21st century.
 
はじめに
　筆者は本誌 356 号，359 号，360 号，361 号，そして 362 号の計 5 回にわた
り論稿 ｢ 改革開放下中国における産業の高度化 ｣（以下，“拙稿（＊）”と表記。
ただし＊には掲載回の数字（1 ～ 5）が入る）を掲載してきた。同論をしめく
くるにあたり，拙稿（5）では 2010 年 10 月に開催された中国共産党第 17 期 5
中全会にて採択された第 12 次 5 ヵ年計画（“国民経済和社会発展第十二个五年
（2011 － 2015 年）規劃”）に関する党中央の提言（以下，“建議”と表現）を
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―「改革開放下中国における産業の高度化」補遺 ―
The 12th 5 -Year Plan of the PRC and the Qualitative Advance of Industry:
 Addendum to Qualitative Advance of Chinese Industry
in the Era of Economic Reform
金 澤 孝 彰
Kanazawa,  Takaaki
32 経済理論　363号　2011年 9 月
部分的にとりあげ，そこから中国における産業の高度化の今後の方向性につい

















1．第 12 次 5ヵ年計画“要綱”の全体概要
　まず，“要綱”の全体的な構成を見ておくと，以下の表 1 の通り，全 16 篇計
62 章から成り立っている。
（ 1 ）本稿では「人民日報（国内版）」2011 年 3 月 17 日付掲載分を参照した。なお，全人代で採択，
批准されたのは同 3 月 14 日である。
（ 2 ）“要綱”冒頭部分の原文は以下の通りである。｢ 中華人民共和国国民経済和社会発展第




（ 3 ）拙稿は当初計 4 回掲載での完結予定であったが，拙稿（4）として提出したものの分量






　第 2 章　指導思想（“指導思想”） 
　第 3 章　主要な目標（“主要目標”） 
　第 4 章　政策の方向性（“政策導向”） 
第 2 篇　強農恵農　社会主義新農村建設の加速（“強農恵農　加快社会主義新農村建設”）
　第 5 章　近代的農業の発展加速（“加快発展現代農業”）［全 4 節］
　第 6 章　農民増収ルート開拓拡大（“拓寛農民増収渠道”）［全 3 節］
　第 7 章　農村の生産・生活条件の改善（“改善農村生産生活条件”）［全 4 節］
　第 8 章　農村の発展体制メカニズムの整備（“完善農村発展体制機制”）［全 3 節］
第 3 篇　方式転換と高度化　産業コア競争力の向上（“転型升級　提高産業核心競争力”） 
　第 9 章　製造業の改造・レベルアップ（“改造提升製造業”）［全 5 節］
　第 10 章　戦略的新興産業の育成・発展（“培育発展戦略性新興産業”）［全 3 節］
　第 11 章　エネルギー生産・利用方式の変革推進（“推動能源生産和利用方式変革”）［全 3 節］
　第 12 章　総合的交通運輸体系の構築（“構建綜合交通運輸体系”）［全 4 節］
　第 13 章　情報化水準の全面的向上（“全面提高信息化水平”）［全 3 節］
　第 14 章　海洋経済の発展の推進（“推進海洋経済発展”）［全 2 節］
第 4 篇　環境作り・整備，サービス業の一大発展の推進（“営造環境　推進服務業大発展”）
　第 15 章　生産性サービス業の加速発展（“加快発展生産性服務業”）［全 4 節］
　第 16 章　生活性サービス業の強力な発展（“大力発展生活性服務業”）［全 4 節］
　第 17 章　サービス業発展に有利な環境作り（“営造有利于服務業発展的環境”）［全 2 節］
第 5 篇　構造の最適化，地域の協調的発展と都市化の健全な発展の促進（“優化格局　促進
区域協調発展和城鎮化健康発展”）
　第 18 章　地域発展総合戦略の実施（“実施区域発展総体戦略”）［全 5 節］
　第 19 章　主体機能区戦略の実施（“実施主体功能区戦略”）［全 4 節］
　第 20 章　積極的かつ安定した（着実な）都市化推進（“積極穏妥推進城鎮化”）［全 3 節］
第 6 篇　緑色発展　資源節約型・環境親和型社会の建設（“緑色発展　建設資源節約型，環
境友好型社会”）
　第 21 章　地球気候変動への積極的対応（“積極応対全球気候変化”）［全 3 節］
　第 22 章　資源節約・管理の強化（“加強資源節約和管理”）［全 4 節］
　第 23 章　循環型経済の強力な発展（“大力発展循環経済”）［全 4 節］
　第 24 章　環境保護の取り組み強化（“加大環境保護力度”）［全 3 節］
　第 25 章　生態系保護・修復の促進（“促進生態保護和修復”）［全 3 節］
　第 26 章　水利・防災減災体系構築の強化（“加強水利和防災減災体系建設”）［全 3 節］
第 7 篇　創造的革新駆動　科学教育立国戦略と人材強国戦略の実施（“創新駆動　実施科教
興国戦略和人才強国戦略”）
　第 27 章　科学技術創造革新能力の増強（“増強科技創新能力”）［全 4 節］
　第 28 章　教育改革発展の加速（“加快教育改革発展”）［全 4 節］
　第 29 章　広大な高資質人材隊列の育成（“造就宏大的高素質人才隊伍”）［全 3 節］
第 8 篇　民生改善　健全な基本公共サービス体系の構築（“改善民生　建立健全基本公共服
表 1　第 12 次 5ヵ年計画要綱の構成（括弧内は原文漢字表記）
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務体系”）
　第 30 章　基本公共サービス水準の底上げ（“提升基本公共服務水平”）［全 2 節］
　第 31 章　就業優先戦略の実施（“実施就業優先戦略”）［全 3 節］
　第 32 章　収入分配関係の合理的調整（“合理調整収入分配関係”）［全 4 節］
　第 33 章　都市・農村住民の社会保障体系の健全なカバー（“健全覆盖城郷居民的社会保
障体系”）［全 3 節］
　第 34 章　基本医療衛生制度の整備（“完善基本医療衛生制度”）［全 6 節］
　第 35 章　住宅保障水準の向上（“提高住房保障水準”）［全 3 節］
　第 36 章　人口事業の全面改善的取り組み（“全面做好人口工作”）［全 5 節］
第 9 篇　問題の表層と本質の同時解決　社会管理の強化・革新的創造（“標本兼治　加強和
創新社会管理”）
　第 37 章　社会管理体制の創造的革新（“創新社会管理体制”）［全 2 節］
　第 38 章　都市・農村コミュニティの自治・サービス機能強化（“強化城郷社区自治和服
務功能”）［全 2 節］
　第 39 章　社会組織建設の強化（“加強社会組織建設”）［全 2 節］
　第 40 章　大衆の権利・利益保護メカニズムの整備（“完善維護群衆権益機制”）［全 2 節］
　第 41 章　公共安全体系建設の強化（“加強公共安全体系建設”）［全 4 節］
第 10 篇　継承と創造革新　文化の大いなる発展と繁栄の促進（“伝承創新　推動文化大発
展大繁栄”）
　第 42 章　全民族の文明的素養の向上（“提高全民族文明素質”）［全 3 節］
　第 43 章　文化の創造革新の推進（“推進文化創新”）［全 2 節］
　第 44 章　文化事業と文化産業の繁栄・発展（“繁栄発展文化事業和文化産業”）［全 2 節］
第 11 篇　改革・堅塁　社会主義市場経済体制の整備（“改革攻堅　完善社会主義市場経済体制”）
　第 45 章　基本的経済制度の堅持と整備（“堅持和完善基本経済制度”）［全 3 節］
　第 46 章　行政体制改革の推進（“推進行政体制改革”）［全 4 節］
　第 47 章　財政・租税体制改革の加速（“加快財税体制改革”）［全 3 節］
　第 48 章　金融体制改革の深化（“深化金融体制改革”）［全 4 節］
　第 49 章　資源性産品価格および環境保護費用徴収改革の深化（“深化資源性産品価格和
環保収費改革”）［全 3 節］
第 12 篇　互恵互利での Win-Win　対外開放水準の向上（“互利共贏　提高対外開放水平”）
　第 50 章　地域開放構造の整備（“完善区域開放格局”）［全 3 節］
　第 51 章　対外貿易構造の最適化（“優化対外貿易結構”）［全 3 節］




　第 54 章　社会主義民主政治の発展（“発展社会主義民主政治”）［全 1 節］
　第 55 章　法制建設の全面的推進（“全面推進法制建設”）［全 1 節］
　第 56 章　腐敗反対・廉政提唱の強化（“加強反腐倡廉建設”）［全 1 節］
第 14 篇　協力の深化　中華民族共同の郷里の建設（“深化合作　建設中華民族共同家園”）




注）｢ 人民日報 ｣（国内版）2011 年 3 月 17 日付より筆者整理
表 2　第 12 次 5ヵ年計画“建議”構成
1 ）経済発展方式の転換を加速し，科学的発展の新局面を切り開く（“加快転変経済発展方式，開創
科学発展新局面”）［全 4 項目］→“要綱”第 1 篇の第 1 章・第 2 章に相当
2 ）内需拡大戦略を堅持し，経済の安定した比較的速い成長を維持する （“堅持拡大内需戦略，保持
経済平穏較快発展”）［全 3 項目］→“要綱”第 1 篇の第 3 章・第 4 章に相当
3 ）農業の近代化を推進し，社会主義新農村建設を加速する（“推進農業現代化 , 加快社会主義新農
村建設”）［全 4 項目］→“要綱”第 2 篇に相当
4 ）近代的産業体系を発展させ，産業のコア競争力を向上する（“発展現代産業体系，提高産業核心
競争力”）［全 6 項目］→“要綱”第 3 ～ 4 篇に相当
5 ）地域の協調的発展を促し，積極的かつ堅実に都市化を進める（“促進区域協調発展，積極穏妥推
進城鎮化”）［全 4 項目］→“要綱”第 5 篇に相当
6 ）資源節約，環境親和型社会の建設を加速し，生態文明水準を引き上げる（“加快建設資源節約，
環境友好型社会 , 提高生態文明水平”）［全 5 項目］→“要綱”第 6 篇に相当
7 ）科学教育立国戦略と人材強国戦略の実施を深化させ，革新創造型国家建設を加速する（“深入実
施科教興国戦略和人才強国戦略，加快建設創新型国家”）［全 4 項目］→“要綱”第 7 篇に相当
8 ）社会建設を強化し，健全な基本公共サービス体系を構築する（“加強社会建設，建立健全基本公
共服務体系”）［全 6 項目］→“要綱”第 8 ～ 9 篇に相当
9 ）文化の大いなる発展と繁栄を推進し，国家の文化面での柔軟な実力を向上させる（“推動文化大
発展大繁栄，提升国家文化軟実力”）［全 3 項目］→“要綱”第 10 篇に相当
10）改革と堅塁攻略の歩みを加速し，社会主義市場経済体制を整備する（“加快改革攻堅歩伐，完善
社会主義市場経済体制”）［全 6 項目］→“要綱”第 11 篇に相当
11）互利共栄の開放戦略を実施し，対外開放レベルをさらに引き上げる（“実施互利共贏的開放戦略，
進一歩提高対外開放水平”）［全 4 項目］→“要綱”第 12 篇に相当
12）全党・全国各民族人民が団結し，第 12 次 5 ヵ年計画実現のために努めて奮闘する（“全党全国各





　第 59 章　国防および軍隊の近代化建設の強化（“加強国防和軍隊現代化建設”）［全 1 節］
　第 60 章　軍民融合式発展の推進（“推進軍民融合式発展”）［全 1 節］
第 16 篇　実施強化　広大な発展の青写真の実現（“強化実施　実現宏偉発展藍図”）
　第 61 章　計画実施とその評価メカニズムの整備（“完善規劃実施和評估機制”）［全 4 節］
　第 62 章　計画のバランス管理の強化（“加強規劃協調管理”）　［全 1 節］
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　また第 12 次 5 ヵ年計画は，基本的には第 11 次 5 ヵ年計画を踏襲している。





年計画の方の“要綱”は全体で 14 篇計 48 章から成り立っているが，そのうち
の前半各篇（計 29 章）の構成は基本的にそれぞれ第 12 次 5 ヵ年計画の第 1 篇
から第 7 篇までの各篇にほぼ対応している。
（4）
（4）第 11 次 5 ヵ年計画の各篇の構成は以下の付表の通りである。なお，第 8 篇以下の後半
については，第 12 次 5 ヵ年計画での対応篇も明記した。これにより，第 12 次 5 ヵ年計画
は第 11 次 5 ヵ年計画を基本的に踏襲している一方で，新たな強調点として民生改善と中
華民族としてのアイデンティティ強化が追加されたことを窺い知ることができる。
　（付表）第 11 次 5 ヵ年計画（2006 ～ 2010 年）の構成
　第 1 篇：指導原則と発展目標（“指導原則和発展目標”，全 3 章）
　第 2 篇：社会主義新農村の建設（“建設社会主義新農村”，全 6 章）
　第 3 篇：工業構造の最適化・高度化の推進（“推進工業結構優化升級”，全 6 章）
　第 4 篇：サービス業の発展加速（“加快発展服務業”，全 3 章）
　第 5 篇：地域協調発展の促進（“促進区域協調発展”，全 3 章）
　第 6 篇：資源節約型・環境親和型社会の建設（“建設資源節約型，環境友好型社会”，全 5 章）
　第 7 篇：科学教育立国戦略と人材強国戦略の実施（“実施科教興国戦略和人才強国戦略”，
全 3 章）
　第 8 篇：体制改革の深化（“深化体制改革”，全 5 章）→第 12 次 5 ヵ年計画での第 11 篇に
対応
　第 9 篇：互恵互利・Win-Win 型の開放戦略の実施（“実施互利共贏開放戦略”，全 3 章）→
同第 12 篇に対応
　第10篇：社会主義調和社会建設の推進（“推進社会主義和諧社会建設”，全 5 章）→同第 9
篇に対応
　第11篇：社会主義民主政治建設の強化（“加強社会主義民主政治建設”，全 1 章）→同第 13
篇に対応
　第12篇：社会主義文化建設の強化（“加強社会主義文化建設”，全 1 章）→同第 10 篇に対応





されていることではあるが，第 12 次 5 カ年計画期間では，前の 5 ヵ年計画期
間に引き続いての調和のとれた経済社会構築のために，従来の投資・輸出依存
型から消費と投資と輸出の三者が調和した経済成長への転換を図ることが要求


































業の高度化を中心とする ｢ 経済構造の戦略的調整 ｣ が経済成長の質の向上を目
指す上でも主要課題となる。
　また，“要綱”第 1 篇第 3 章では，当計画期間の経済成長目標を GDP 評価
で見て年平均 7％成長と設定し，それによって ｢ 経済を安定的に比較的速く発












　これら農業（第 1 次産業），工業（第 2 次産業），サービス産業（第 3 次産業）




農業の近代化水準と農民の生活水準を向上させる ｣（第 2 篇），｢ 新型工業化路
線を堅持し，市場での需要変化に適応し科学技術進歩の新傾向に基づき，比較
優位を発揮させ，構造が最適化した，先進的技術を有し，クリーンかつ安全，





めていく ｣（第 4 篇），といったことが記されている。
2．製造業分野にみる産業高度化の方向性―重点産業と戦略的新興産業
　“要綱”第 3 篇は上掲表 1 の通り，第 9 章から第 14 章までの計六章からなる。
このうち第 9 章はさらに，第 1 節 ｢ 重点産業の構造調整推進（“推進重点産業
結構調整”）」，第 2 節 ｢ 産業配置の最適化（“優化産業布局”）」，第 3 節 ｢ 企業
技術改造の強化（“加強企業技術改造”）」，第 4 節 ｢ 企業 M&A の指導（“引導








この第 1 節の文言および当節に対応するコラム（“専欄 4”）
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（ 5 ）10 大調整振興産業のうち物流に関しては，“要綱”第 3 篇第 12 章（総合交通輸送シス
テムの構築）のとくに第 1 節（地域間交通網の整備）と第 4 節（輸送サービスの水準向上），
および第 4 篇第 15 章第 2 節（近代的物流業の強力な発展）においてふれられている。
（ 6 ）“要綱”には合計 22 個のコラム（“専欄”）が盛り込まれており，本稿ではこれらのう










































































間での GDP に占めるシェアを 8％前後に設定している。同章第 1 節およびそ


































































“要綱”では，第 10 章第 3 節（政府支援と誘導強化）にて「戦略的新興産業発
展特定資金と産業投資基金を設立し，政府の新興産業起業投資規模を拡大し，
（ 7 ）国務院常務会議での戦略的新興産業に関する検討内容については「人民日報（国内版）」
2010 年 9 月 9 日付記事を参照した。








　全人代閉幕から 1 ヵ月以上経過した 2011 年 4 月 25 日に国家発展改革委員会
（以下，発改委）は，2011 年版の「産業構造調整指導目録（“産業結構調整指
導目録”）」（以下，2011 年版目録）を発表した（施行は同年 6 月 1 日より）。
　そもそも「産業構造調整指導目録」とは，発改委が国務院関連部門と協力し








していかなければならないのかもしれない。中国人民銀行が 2011 年 4 月に発表したところ，















なっている。すなわち，2011 年版目録は 2005 年版目録を基本としつつ，本稿


















（ 9 ）外資系企業に関しての奨励類，制限類，淘汰類は，拙稿（1）にて既述の通り，｢ 外商






の改訂版が発表される見通しとの情報が 2011 年 1 月時点ですでにあったが（北京 2011 年
01 月 26 日発新華社），実際には全人代閉幕（2011 年 3 月 14 日）以降，1 ヵ月以上経過し
てからの公表となった。
←


































表 3 では，奨励類，制限類，淘汰類ごとでみた 2005 年
版目録と 2011 年版目録の分野別項目（品目）数の対比を便宜的に表示した程
度にとどめている。ただし，2005 年版と 2011 年版とでは項目の括り方で統一
性がとれていない分野もいくつか見受けられる点は注意を要する（例えば，軽











　を参照（筆者はいずれも 2011 年 5 月 31 日にアクセス）。
表 3　「産業構造調整指導目録」2005 年版と 2011 年版の分野別項目数対比
【奨励類】
　　分野　　　　　　　　　　　　　　　　2005 年版　　　　2011 年版　
　　　農林業　 55 項目 66 項目
　　　水利　　　 20 項目 31 項目
　　　石炭　　　　 14 項目 20 項目
　　　電力　　　　　 17 項目 24 項目
　　　核エネルギー　　 10 項目 11 項目
　　　石油・天然ガス　  6 項目 8 項目
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　　　鉄鋼　　　　 25 項目 17 項目
　　　非鉄金属　　　 19 項目  5 項目
　　　化学工業　　 27 項目 19 項目
　　　建材　　　　　　 17 項目 14 項目
　　　医薬　　　　 21 項目  8 項目
　　　機械　　 52 項目 60 項目
　　　自動車　　 9 項目 10 項目
　　　船舶　　 7 項目 11 項目
　　　航空宇宙　　 11 項目 14 項目
　　　軽工業　　 16 項目 39 項目
　　　紡織　　 11 項目 14 項目
　　　建築　 10 項目 10 項目
　　　都市インフラ・不動産　 20 項目 24 項目
　　　鉄道　　 18 項目 18 項目
　　　道路　　  11 項目 19 項目
　　　水運　　　　 14 項目 15 項目
　　　航空輸送 9 項目 8 項目
　　　情報産業 45 項目 44 項目
　　　その他サービス業（＊）  33 項目  18 項目
　　　環境保護・資源節約総合利用 42 項目 40 項目
（2011 年版新規追加分野）
　　　新エネルギー  10 項目
　　　黄金　　　   2 項目
　　　都市軌道交通設備          9 項目
　　　総合交通運輸        8 項目
　　　現代物流業（＊）   11 項目
　　　金融サービス業（＊）     11 項目
　　　科学技術サービス業（＊）    11 項目
　　　商務サービス業（＊）     11 項目
　　　商貿サービス業（＊）  8 項目
　　　旅遊業（＊）  4 項目
　　　郵政業（＊）     9 項目
　　　教育文化衛生体育サービス業（＊）  35 項目
　　　公共安全・緊急対応製品   43 項目




　　　農林業　 4 項目 16 項目
　　　石炭　　　 4 項目  5 項目
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　　　電力　　 2 項目  4 項目
　　　石油・天然ガスおよび化学工業 41 項目  13 項目
　　　情報産業　 2 項目  2 項目
　　　鉄鋼　 14 項目  20 項目
　　　非鉄金属　 12 項目 8 項目
　　　黄金　　　  7 項目 7 項目
　　　建材　　 12 項目 13 項目
　　　医薬　　　　 10 項目 7 項目
　　　機械　 34 項目  57 項目
　　　船舶　　　　　　　　　  2 項目 該当なし
　　　軽工業　　　　　　 32 項目  35 項目
　　　紡織　　　 1 項目 17 項目
　　　煙草　　　 1 項目 　1 項目
　　　消防 7 項目 　7 項目
　　　その他　 5 項目 　7 項目
（2011 年版新規追加分野）




　　　農林業 2 項目 7 項目
　　　石炭　　 12 項目 11 項目
　　　電力　 3 項目 4 項目
　　　石油・天然ガスおよび化学工業 29 項目 10 項目
　　　鉄鋼　 30 項目 44 項目
　　　非鉄金属　 15 項目 26 項目
　　　黄金 3 項目 4 項目
　　　建材　 30 項目 26 項目
　　　医薬　 6 項目 8 項目
　　　機械　　 9 項目 26 項目
　　　軽工業　 19 項目 33 項目
　　　紡織　 29 項目 23 項目
　　　印刷　　 62 項目 36 項目
　　　消防　 1 項目 1 項目
　　　その他　  2 項目 5 項目
（2011 年版新規追加分野）
　　　船舶　　　  2 項目
　　　民生用爆薬　  23 項目
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4．産業構造調整指導目録の比較から見えてくるもの（まとめにかえて）
　上掲表 3 より，奨励類については，全体的にみて 2005 年版の 26 分野計 721
項目から 2011 年版の 40 分野計 750 項目へというように 14 分野の新規追加，
29 項目の純増となっている。これら 14 分野のうち，現代物流業，金融サービ
ス業，科学技術サービス業，商務サービス業，商貿サービス業，旅遊業，およ











　　分野　　　　　　　　　　　　　　 　　2005 年版　　　　2011 年版
　　　石油・天然ガスおよび化学工業 31 項目 7 項目
　　　鉄道　  5 項目 8 項目
　　　鉄鋼　　　　　　 4 項目 3 項目
　　　非鉄金属　 1 項目 1 項目
　　　建材　 8 項目 9 項目
　　　医薬　 4 項目 5 項目
　　　機械　　 75 項目 65 項目
　　　軽工業　　 8 項目 14 項目
　　　紡織　　 3 項目 該当なし
　　　消防　　  7 項目 16 項目
　　　その他　　 1 項目 1 項目
（2011 年版新規追加分野）
　　　船舶    4 項目

















を反映したものとなっている。制限類が 2005 年版目録の 17 分野 234 項目から
2011 年版目録の 17 分野 223 項目というように 11 項目の純減，淘汰類が旧式
生産工程でみて 15 分野 252 項目から 17 分野 289 項目の 2 分野 37 項目の純増，





2005 年版と 2011 年版それぞれの淘汰類目録項目を突き合わせてみて，2005 年
版の①旧式生産工程全 252 項目のうちの約 160 項目が，また②旧式製品全 147
項目のうち約 110 項目が，すなわち 2005 年時点で可及的速やかに全面廃止さ
れるべき対象だったものの過半数が，2011 年版目録にも厳然と残存している





残っていることを物語っている。筆者は第 12 次 5 ヵ年計画期間内においても
目録の当該項目の完全淘汰は決して容易ではなく，今後のこの辺の動向につい
ては，随時より詳細の実態観察の必要があると考える。
